
どの調査項目に関しても大きな課題は見られないが、中小河川に関しては一部、汚濁度の高い河川があるため、必要に

応じて原因調査等を行い、対策を講ずる必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 中小河川調査（箇所） 11 11 11 11 11
指標
活動 騒音・振動調査（箇所） 21 21 21 21 21
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,609 3,555 3,485 5,374 合計 3,484,536 円
役務費 505,736 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 2,978,800 円

一般財源 3,609 3,555 3,485 5,374

職員人件費　② 3,765 3,453 1,991 2,430

総事業費（①＋②） 7,374 7,008 5,476 7,804

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 環境
施策体系

施策の

和

内容 良好な生活環境の

６

確保

目
　
　
　
的

　河川

年

・道路・大気等、市域

度

における環境状

主
た
る

評

内
容

〇水質・大気・騒

価

音・振動・地盤沈下の

）

状況
況を調査・把握し

刈

、環境保全を図る。 　

谷

の調査及び把握
〇必要

市

に応じて土壌汚染判明

事

時の土壌調査及
　び公

務

害の原因となる事業所

事

の悪臭・騒音・
　振動

業

測定の実施

位
置
づ
け

関

評

連計画 第3次刈谷市環

価

境基本計画

根拠法令  

シ

対象者 対象者を限定せ

ー

ず 事業期間 ～

実施方法

ト

■直営　■委託　□指

（

定管理　□補助・助成

様

　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

４年度実

産

績 ５年度実績 ６年度実

業

績 ７年度計画

・中小河

環

川調査 　   11

境

箇所 ・中小河川調査 

部

　   11箇所 ・中

一

小河川調査 　   

般

11箇所 ・中小河川調

会

査 　   11箇所

計

・工場排水水質検査　

環

24工場 ・工場排水水

境

質検査　23工場 ・工

保

場排水水質検査　25

全

工場 ・工場排水水質検

調

査　24工場
・酸性雨

査

調査　　　　 1箇所

事

・酸性雨調査　　　　

業

 1箇所 ・騒音・振動

担

調査　  21箇所 ・

当

騒音・振動調査　  

課

21箇所
・騒音・振動

環

調査　  21箇所 ・

境

騒音・振動調査　  

推

21箇所 ・地下水位測

進

定　　 　1箇所 ・地

課

下水位測定　　 　1

款

箇所
・地下水位測定　

項

　 　1箇所 ・地下水

目

位測定　　 　1箇所

担

・悪臭測定　　　　　

当

　 1回 ・悪臭測定　

係

　　問題発生時
・悪臭

環

測定　　　　 　　2

境

回 ・土壌汚染調査　汚

保

染判明時
・地下水調査

全

　  汚染判明時

　各

係

調査項目に関して継続

4

的に調査を実施し、蓄

1

積データの経年比較に

6

より、現状を把握することができた。

成果

　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市内の環境の状況

令

を調査、把握すること

和

は、市内の環境
・法的

７

業務
高い

を保全するた

年

めにかかせないもので

度

あり、必要性は高い。

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要
・市民生活上

和

必要である　など

　交

６

通騒音・振動、環境騒

年

音調査を除いては、分

度

析業務は
・コストの節

評

減、費用対効果
普通

外

価

部委託であるが、分析

）

技術及び精度の確保の

刈

観点から費
効率性 ・執

谷

行体制の効率性 用対効

市

果は妥当と考えられる

事

。
・手段の最適性　な

務

ど

　騒音・振動・悪臭

事

に関する事務は市の所

業

管事務であるが､
・市

評

が主体となって実施す

価

る
普通

その他水質や大

シ

気などの県の所管事務

ー

に関しても、市域の
妥

ト

当性 　べき事業である

（

か 環境問題は全てにお

様

いて市が関わるべき事

式

案であるため、
・総合

２

計画との整合性　など

）

市が主体となって実施

会

すべき事業である。

　

計

各種環境の状況につい

名

て、市民へ調査結果を

担

公開してい

施策への ・

当

施策への貢献度
普通

る

部

。また、現状把握によ

産

り公害の未然防止に努

業

めている。
・目標達成

環

度
貢献度 ・市民サービ

境

スへの効果　など

今後

部

の方向性 □拡充　■現

一

状維持　□改善・効率

般

化　□縮小　□終期設

会

定　□休止・廃止

　全

計

ての項目に関して、現

環

状どおり環境調査を継

境

続的に実施し、市内の

保

環境状況の把握及び保

全

全に努める。

調査事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

担

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

当

価
　
∨

課 環境推進課

款 項 目 担当係 環境保全係

4 1 6



境

グリーンカーテンコン

保

テス
　672人 　ト参

全

加登録　　　　　10

係

5人　ト参加登録　　　　　113人　ト参加登録　　　　　105人
・各種環境講座（学校対象） ・各種環境講座　　　　782人・各種環境講座　　　  611人・各種環境講座　　　  940人
　248人 ・かりや環境学習ガイドブッ ・かりや環境学習ガイドブッ ・かりや環境学習ガイドブッ
・かりや環境学習ガイドブッ 　クの作成 　クの作成 　クの作成
　クの作成

　公共施設におけるグリーンカーテンづくりやグリーンカーテンコンテストを開催し、地球温暖化対策の啓発を行うとと

成果
もに、かりやエコフレンドリー事業や水生生物調査など、市民、子どもたちの環境意識の高揚を図ることができた。

　また、かりや環境学習ガイドブックを作成することで、市民の環境学習の機会の充実を図ることができた。

　市民が興味を持ち参加したくなるような内容の講座を引き続き検討・実施していく必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 グリーンカーテン実施園・校数（園・校） 56 57 57 60 60
指標
活動 各種環境関連講座への年間参加者数　（人） 920 782 611 940 1,100
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円

Ｄ

４年度 ５年度 ６年度 ７

　

年度 ６年度

（決算） （

　

決算） （決算） （予算

　

） 事業費内訳

事業費　

Ｏ

① 1,951 2,77

　

2 2,514 3,14

　

2 合計 2,514,4

∧

42 円
報償費 190

　

,326 円

財
　
源

特

　

定財源 595 700 7

実

00 700 需用費 2,

　

286,816 円
役

　

務費 9,500 円

一

施

般財源 1,356 2,

　

072 1,814 2,

　

442 使用料及び賃借

∨

料 27,800 円

職員人件費　② 1,882 4,220 3,584 3,644

総事業費（①＋②） 3,833 6,992 6,098 6,786

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 あいち森と緑づくり
環境活動・学習推進事業交付

８年度以降の事業費見込 0 金（県）

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 産業

令

環境

基本施策 環境
施策

和

体系
施策の内容 環境意

６

識の向上

目
　
　
　
的

　

年

環境に対する意識の高

度

揚を図るため、学校

主

評

た
る
内
容

　教育施設や

価

公共施設におけるグリ

）

ーンカー
等における環

刈

境教育・学習を促進し

谷

、グリー テンづくりを

市

推進するために資材を

事

提供する
ンカーテンづ

務

くり等の支援を行うと

事

ともに、 とともに、市

業

民を対象にしたグリー

評

ンカーテ
環境に関する

価

講座等を開催し、市民

シ

の環境問 ンコンテスト

ー

を実施する。
題への関

ト

心や意識を高める。 　

（

また、かりやエコフレ

様

ンドリー事業を始め
と

式

して、水生生物調査、

１

エコ料理講座、生ご
み

）

堆肥づくり講座等の各

会

種環境教育講座を実
施

計

するとともに、かりや

名

環境学習ガイドブッ
ク

担

を作成し、市民の環境

当

学習の機会の充実を
図

部

る。

位
置
づ
け

関連計画

産

第3次刈谷市環境基本

業

計画、刈谷市環境都市

環

アクションプラン

根拠

境

法令  

対象者 対象者を

部

限定せず 事業期間 平成

一

１８年度 ～

実施方法 ■

般

直営　□委託　□指定

会

管理　□補助・助成　

計

□その他

環境教育実践事業

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

４年度実績

当

５年度実績 ６年度実績

課

７年度計画

・グリーン

環

カーテンづくり ・グリ

境

ーンカーテンづくり ・

推

グリーンカーテンづく

進

り ・グリーンカーテン

課

づくり
　全幼児園、1

款

8保育園 　全幼児園、

項

19保育園 　15幼児

目

園、20保育園 　全幼

担

児園、全保育園
　14

当

小学校、全中学校、特

係

別 　全小学校、5中学

環

校、特別支　全小学校

境

、全中学校、特別 　全

政

小学校、全中学校、特

策

別
　支援学校 　援学校

係

　支援学校 　支援学校

4

・各種環境講座（市民

1

対象） ・グリーンカー

6

テンコンテス ・グリー

環

ンカーテンコンテス ・



保全係

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　環境意

令

識啓発としての役割は

和

大きく、環境教育・学

７

習の
・法的業務

高い
推

年

進や市民が気軽に取り

度

組める環境活動として

（

有効である｡
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

・市民生活上必要であ

６

る　など

　市内企業と

年

連携した講座の開設を

度

図ることで、民間活力

評

・コストの節減、費用

価

対効果
普通

を活用しな

）

がら市民へ多様な学習

刈

プログラムの提供を行

谷

う
効率性 ・執行体制の

市

効率性 ことができた。

事

・手段の最適性　など

務

　当事業は、環境意識

事

の醸成を目的とした事

業

業であると同
・市が主

評

体となって実施する
高

価

い
時に、地球温暖化対

シ

策としても有効である

ー

ことから、今後
妥当性

ト

　べき事業であるか も

（

継続して実施すべきで

様

ある。
・総合計画との

式

整合性　など

　様々な

２

環境講座の開催やグリ

）

ーンカーテンコンテス

会

トな

施策への ・施策へ

計

の貢献度
高い

どを実施

名

しており、市民への環

担

境教育、啓発に対する

当

貢献
・目標達成度 度は

部

高い。
貢献度 ・市民サ

産

ービスへの効果　など

業

今後の方向性 □拡充　

環

■現状維持　□改善・

境

効率化　□縮小　□終

部

期設定　□休止・廃止

一

　今後も環境活動の啓

般

発事業として各種講座

会

等を推進するとともに

計

、より市民が興味を持

環

ち参加したくなるよう

境

な講
座内容を検討・実

教

践していく。さらに、

育

環境学習の機会の充実

実

を図るため、市内の事

践

業者・団体等が実施す

事

る環境学
習をとりまと

業

めたガイドブックを継

担

続して作成する。

当課 環境

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

推

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

進

評
　
価
　
∨

課

款 項 目 担当係 環境政策係

4 1 6 環境



当

130件 ＨＥＭＳ　

係

　     　  1

環

54件 ＨＥＭＳ　　

境

     　  15

政

0件
 エネファーム　

策

        71

係

件 エネファーム　 

4

       56件

1

 エネファーム　  

6

      35件 エネファーム　        70件
 ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電ｼｽﾃﾑ 　 　179件 ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電ｼｽﾃﾑ 　 　175件 ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電ｼｽﾃﾑ 　 　194件 ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電ｼｽﾃﾑ 　 　180件
 電気自動車等充給電ｼｽﾃﾑ 6件 電気自動車等充給電ｼｽﾃﾑ 6件 電気自動車等充給電ｼｽﾃﾑ 5件 電気自動車等充給電ｼｽﾃﾑ10件
 太陽熱　自然循環型     5件 太陽熱　自然循環型     1件 太陽熱　自然循環型     2件 太陽熱　自然循環型     8件
 　　　　強制循環　　　 0件 　　　　強制循環　　　 0件 　強制循環・空気集熱型 1件 　強制循環・空気集熱型 2件
　　　　 空気集熱型 　  0件　　　　 空気集熱型 　  0件 高性能外皮等　　　　　45件 高性能外皮等　　　　　40件
・補助金額　　   40,037千円・補助金額　　   36,704千円・補助金額　　   55,545千円・補助金額　　   56,800千円

　家庭における住宅用地球温暖化対策設備の設置を促進することで、地球温暖化防止に努めることができた。

成果

　家庭における脱炭素を促進するため、ニーズに合わせた新たな補助制度の創設を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 太陽光

Ｄ

発電システムの普及件

　

数（件）※平成23年

　

度 2,854 2,91

　

6 3,017 3,11

Ｏ

7 3,317
指標 から

　

活動 リチウムイオン蓄

　

電システムの普及件数
∧

（件）※平 703 87
　

8 1,072 1,25　 2 1,612
指標 成3

実
0年度から
　安城市　　 ・太陽光発電ｼｽﾃﾑ

　

　上限50千円/基　

施

・ＨＥＭＳ　上限10

　

千円/基
他市との ・エ

　

ネファーム　上限55

∨

千円/基　・リチウムイオン蓄電システム　上限150千円/基
比較検証 ・電気自動車等充給電システム　上限50千円/基

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 40,037 36,704 55,545 56,800 合計 55,545,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 7,587 5,568 15,967 19,652 交付金 55,545,000 円

一般財源 32,450 31,136 39,578 37,148

職員人件費　② 4,141 2,302 2,389 2,430

総事業費（①＋②） 44,178 39,006 57,934 59,230

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 住宅用地球温暖化対策設備導
入促進費補助金（県）

８年度以降の事業費見込 0

令和７年

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

度

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

（

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

令

計画
分野 産業環境

基本

和

施策 環境
施策体系

施策

６

の内容 脱炭素社会の構

年

築

目
　
　
　
的

　家庭に

度

おけるCO2排出量の

評

増加を抑制するた

主
た

価

る
内
容

　住宅用地球温

）

暖化対策設備の設置費

刈

用の一
め、住宅用地球

谷

温暖化対策設備の設置

市

を促進 部を補助する。

事

する。 ○補助単価
・太

務

陽光発電ｼｽﾃﾑ　5

事

0千円/kW（上限1

業

50千円)
・ＨＥＭＳ

評

　　　　　　　　　上

価

限20千円/基
・エネ

シ

ファーム　　　　　 

ー

  上限100千円/

ト

基
・ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄

（

電ｼｽﾃﾑ　　　　　

様

上限150千円/基
・

式

電気自動車等充給電ｼ

１

ｽﾃﾑ　　上限50千

）

円/基
・太陽熱
　自然

会

循環型　　　　　　　

計

　上限25千円/基
　

名

強制循環型・空気集熱

担

型　　上限50千円/

当

基
・高性能外皮等　　

部

　　　　 上限100

産

千円/棟

位
置
づ
け

関連

業

計画 第3次刈谷市環境

環

基本計画、刈谷市環境

境

都市アクションプラン

部

根拠法令 刈谷市住宅用

一

地球温暖化対策設備設

般

置費補助金交付要綱

対

会

象者 市民 事業期間 平成

計

３０年度 ～

実施方法 ■

住

直営　□委託　□指定

宅

管理　■補助・助成　

用

□その他

地球温暖化対策設

Ｂ
　
事
　

備

業
　
実
　
績

４年度実績

設

５年度実績 ６年度実績

置

７年度計画

・補助件数

費

　　　　　  463

補

件・補助件数　　　　

助

　  430件・補助

事

件数　　　　　  5

業

37件・補助件数　　

担

　　　  560件
 

当

太陽光発電ｼｽﾃﾑ　

課

    　69件 太

環

陽光発電ｼｽﾃﾑ　 

境

   　62件 太陽

推

光発電ｼｽﾃﾑ　  

進

   101件 太陽

課

光発電ｼｽﾃﾑ　  

款

 　100件
 ＨＥＭ

項

Ｓ　　     　 

目

 133件 ＨＥＭＳ

担

　　     　  



係 環境政策係

4 1 6

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　国の地球温暖化

和

対策計画等に掲げる温

７

室効果ガス削減目
・法

年

的業務
高い

標の達成に

度

向け、家庭部門の脱炭

（

素に向けた取組として

令

重
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 要度が高い

６

。
・市民生活上必要で

年

ある　など

　住宅用地

度

球温暖化対策設備の導

評

入促進を図り、家庭部

価

門
・コストの節減、費

）

用対効果
普通

の脱炭素

刈

に向けた手段として適

谷

している。
効率性 ・執

市

行体制の効率性
・手段

事

の最適性　など

　総合

務

計画において「脱炭素

事

社会の構築」として再

業

生可能
・市が主体とな

評

って実施する
高い

エネ

価

ルギーの積極的な活用

シ

を掲げており、脱炭素

ー

に向けた
妥当性 　べき

ト

事業であるか 市の責務

（

として進めるべき事業

様

である。
・総合計画と

式

の整合性　など

　環境

２

基本計画にある「創エ

）

ネ・省エネ設備の導入

会

」に合

施策への ・施策

計

への貢献度
普通

致する

名

事業であり、今後とも

担

継続して実施すべきで

当

ある。
・目標達成度

貢

部

献度 ・市民サービスへ

産

の効果　など

今後の方

業

向性 □拡充　■現状維

環

持　□改善・効率化　

境

□縮小　□終期設定　

部

□休止・廃止

　国、県

一

、近隣自治体の動向に

般

注視しつつ、現状を維

会

持する。
　必要に応じ

計

て、終期の設定、制度

住

の変更などを検討する

宅

。

用地球

Ｃ
 
　
Ｈ

温

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

暖

　
∧
　
評
　
価
　
∨

化対策設備設置費補助事業
担当課 環境推進課

款 項 目 担当



策

自動車　　0件　　超

係

小型電気自動車　　1

4

件
・補助金額　　 　

1

56,456千円・補

6

助金額　　 　64,499千円・補助金額　　 　41,338千円・補助金額　　 　67,189千円
（内訳） （内訳） （内訳）
・購入　　　　　　　　194件・購入　　　　　　　　224件・購入　　　　　　　　139件
・リース　　　　　　　　7件・リース　　　　　　　　7件・リース　　　　　　　　3件

　次世代自動車のさらなる普及を促進し、市内における地球温暖化対策を効果的に進めることができた。

成果

　国、県の動向を見ながら、対象車種等について検討が必要である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 ＥＶの普及台数（台） 251 361 414 503 681
指標 ※平成23年度から
活動 ＦＣＶの普及台数（台） 66 66 71 77 90
指標 ※平成26年度から

　他市と比較して手厚い補助となっており、特に個人用ＥＶ、ＰＨＶに対する上限300千円の補助は、県内
他市との トップクラスである。（豊田市については、上限200千円）。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 56,456 64,499 41,338 67,189 合

Ｄ

計 41,338,00

　

0 円
負担金、補助及

　

び

財
　
源

特定財源 0 0

　

0 0 交付金 41,33

Ｏ

8,000 円

一般財

　

源 56,456 64,

　

499 41,338 6

∧

7,189

職員人件費

　

　② 3,012 3,0

　

69 2,389 2,4

実

30

総事業費（①＋②

　

） 59,468 67,

　

568 43,727 6

施

9,619

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

　

） 0 ６年度特定財源名

∨

称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 産

令

業環境

基本施策 環境
施

和

策体系
施策の内容 脱炭

６

素社会の構築

目
　
　
　

年

的

　次世代自動車の導

度

入を促進することによ

評

り

主
た
る
内
容

　次世代

価

自動車を購入する個人

）

及び事業者又
市域のC

刈

O2排出量の削減を図

谷

り、地球温暖化を はリ

市

ース等により貸与する

事

リース事業者に対
防止

務

する｡ して、当該自動

事

車本体の購入経費を補

業

助する｡
○補助単価　

評

車両本体価格の10％

価

・ＥＶ・ＰＨＶ　　　

シ

　個人用：上限300

ー

千円
　　　　　　　　

ト

　　  事業用：上限

（

150千円
・ＦＣＶ　

様

　　　　　　個人用：

式

上限500千円
　　　

１

　　　　　　 　 事

）

業用：上限400千円

会

・超小型電気自動車 

計

    　　　 上限

名

 70千円

位
置
づ
け

関

担

連計画 第3次刈谷市環

当

境基本計画、刈谷市環

部

境都市アクションプラ

産

ン

根拠法令 刈谷市次世

業

代自動車購入費補助金

環

交付要綱

対象者 主たる

境

内容参照 事業期間 平成

部

３０年度 ～

実施方法 ■

一

直営　□委託　□指定

般

管理　■補助・助成　

会

□その他

計
次世代自動車購

Ｂ
　
事
　

入

業
　
実
　
績

４年度実績

費

５年度実績 ６年度実績

等

７年度計画

・補助件数

補

　　　　　　201件

助

・補助件数　　　　　

事

　231件・補助件数

業

　　　　　　142件

担

・補助件数　　　　　

当

　238件
　　ＥＶ・

課

ＰＨＶ　　　197件

環

　　ＥＶ・ＰＨＶ　　

境

　231件　　ＥＶ・

推

ＰＨＶ　　　137件

進

　　ＥＶ・ＰＨＶ　　

課

　231件
　　ＦＣＶ

款

　　　 　　　 4件

項

　　ＦＣＶ　　　 　

目

　　 0件　　ＦＣＶ

担

　　　 　　　 5件

当

　　ＦＣＶ　　　 　

係

　　 6件
　　超小型

環

電気自動車　　0件　

境

　超小型電気自動車　

政

　0件　　超小型電気



係

4 1 6

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　国の

令

地球温暖化対策計画等

和

に掲げる温室効果ガス

７

削減目
・法的業務

高い

年

標の達成に向け、運輸

度

部門の脱炭素に向けた

（

取組として重
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

要度が高い。
・市民生

６

活上必要である　など

年

　次世代自動車の導入

度

促進を図り、運輸部門

評

の脱炭素に向
・コスト

価

の節減、費用対効果
普

）

通
けた手段として適し

刈

ている。
効率性 ・執行

谷

体制の効率性
・手段の

市

最適性　など

　総合計

事

画、環境基本計画及び

務

環境都市アクションプ

事

ラン
・市が主体となっ

業

て実施する
高い

の中で

評

環境に配慮したライフ

価

スタイルへの移行を明

シ

記して
妥当性 　べき事

ー

業であるか おり、脱炭

ト

素に向けた市の責務と

（

して進めるべき事業で

様

あ
・総合計画との整合

式

性　など る。

　環境基

２

本計画にある「次世代

）

自動車の普及促進」に

会

合致

施策への ・施策へ

計

の貢献度
普通

する事業

名

であり、今後とも継続

担

して実施すべき事業で

当

ある｡
・目標達成度

貢

部

献度 ・市民サービスへ

産

の効果　など

今後の方

業

向性 □拡充　■現状維

環

持　□改善・効率化　

境

□縮小　□終期設定　

部

□休止・廃止

　次世代

一

自動車の普及状況等の

般

社会情勢や経済情勢を

会

踏まえた上で、制度継

計

続や補助金額が適正か

次

どうかを判断して
いく

世

。

代自動

Ｃ
 
　
Ｈ

車

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

購

　
∧
　
評
　
価
　
∨

入費等補助事業
担当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環境政策



環

.4 500.0 500

境

.0
指標

安城市　カー

政

ボンニュートラル推進

策

事業補助金
他市との ・

係

補助率　補助対象経費

4

の1/2
比較検証 ・補

1

助額　上限1,000

6

千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 7,096 122,534 131,207 合計 122,533,500 円
委託料 1,116,500 円

財
　
源

特定財源 0 1,000 87,420 27,918 負担金、補助及び
交付金 121,417,000 円

一般財源 0 6,096 35,114 103,289

職員人件費　② 0 3,069 2,787 2,430

総事業費（①＋②） 0 10,165 125,321 133,637

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ

年

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

度

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

（

　
業
　
概
　
要

総合計画

令

分野 産業環境

基本施策

和

環境
施策体系

施策の内

６

容 脱炭素社会の構築

目

年

　
　
　
的

　市内に事業

度

所等を有する法人が行

評

う、脱炭

主
た
る
内
容

　

価

外部機関による省エネ

）

ルギー診断に基づい
素

刈

に向けた取組を支援す

谷

ることで、本市にお て

市

実施する、CO2排出

事

量削減に寄与する設備

務

を
けるCO2排出量の

事

低減を図る。 市内の事

業

業所等に導入する法人

評

に補助金を交
付する。

価

○補助率　補助対象経

シ

費の1/2
○補助額　

ー

上限10,000千円

ト

位
置
づ
け

関連計画 第3

（

次刈谷市環境基本計画

様

、刈谷市環境都市アク

式

ションプラン

根拠法令

１

対象者 事業者 事業期間

）

令和５年度 ～

実施方法

会

□直営　■委託　□指

計

定管理　■補助・助成

名

　□その他

担当部 産業環境部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

４年度実

般

績 ５年度実績 ６年度実

会

績 ７年度計画

　 事業用

計

脱炭素促進設備導入費

事

事業用脱炭素促進設備

業

導入費 事業用脱炭素促

用

進設備導入費
　 補助金

脱

補助金 補助金
　 ・交付

炭

決定件数　15件 ・交

素

付決定件数　10件 ・

促

交付決定件数　20件

進

　 ・交付件数　　　 

設

3件 ・交付件数　　　

備

 5件 （Ｒ6繰越分）

導

　　　―――――――

入

（Ｒ5繰越分） ・交付

費

件数　　　 5件
・交

補

付件数　　　12件

　

助

市内事業者が行う、省

事

エネルギー診断に基づ

業

く設備導入に対し補助

担

を交付することで、事

当

業者の脱炭素化を促進

課

するこ

成果
とができた

環

。

　省エネルギー診断

境

のさらなる普及啓発が

推

必要である。

課題

指標

進

名称（単位）
実績値 目

課

標値

４年度 ５年度 ６年

款

度 ７年度 ９年度

活動 補

項

助金交付申請件数（件

目

） ― 15 10 20 20

担

指標
成果 CO2排出量

当

削減効果（t-CO2

係

） ― 232.7 271



境政策係

4 1 6

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

令

　本市のCO2排出量

和

の4割以上を占める産

７

業分野における脱
・法

年

的業務
高い

炭素化を促

度

進するために、事業者

（

の実施する設備入替に

令

対
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 する補助の

６

必要性は高い。
・市民

年

生活上必要である　な

度

ど

　事業者の脱炭素化

評

を推進するため、省エ

価

ネルギー診断の
・コス

）

トの節減、費用対効果

刈

普通
普及啓発及びそれ

谷

に基づく設備導入の促

市

進を図り、産業分
効率

事

性 ・執行体制の効率性

務

野の脱炭素に向けた手

事

段として適している。

業

・手段の最適性　など

評

　総合計画において「

価

脱炭素社会の構築」と

シ

して、事業者
・市が主

ー

体となって実施する
高

ト

い
の脱炭素化の取組に

（

関する支援を推進する

様

こととしており､
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

市の責務として進める

）

べき事業である。
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど

　環境都市アクショ

名

ンプランにおいても事

担

業者の脱炭素化

施策へ

当

の ・施策への貢献度
普

部

通
に向けた取組の推進

産

が記載され、今後も脱

業

炭素社会の構築
・目標

環

達成度 に向け貢献する

境

事業である。
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 □

般

拡充　□現状維持　■

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

事

・廃止

　事業者の設備

業

導入状況や近隣自治体

用

の動向に注視しつつ、

脱

必要に応じて制度の見

炭

直しを検討する。

素促進設

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

備

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

導

評
　
価
　
∨

入費補助事業
担当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環



2

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 集団回収による資源回収量（ｔ） 2,086 1,806 1,751 1,880 1,900
指標

 
指標

  他市と比較して、手厚い報償金額となっている。
他市との （kg当たり平均金額…安城市・碧南市：7円、高浜市：6円、豊田市・西尾市・知立市：5円、大府市4円）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,048 12,143 11,781 16,429 合計 11,781,095 円
報償費 11,781,095 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 14,048 12,143 11,781 16,429

職員人件費　② 1,129 1,151 1,195 1,215

総事業費（①＋②） 15,177 13,294 12,976 17,644

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 産業環境

基

令

本施策 環境
施策体系

施

和

策の内容 循環型社会の

６

形成推進

目
　
　
　
的

　

年

市民団体が行う資源回

度

収活動に対して報償

主

評

た
る
内
容

　古紙類・布

価

類・金属類の回収量に

）

応じて報
金を交付する

刈

ことにより、ごみの減

谷

量化と資 償金を交付す

市

る。
源の再利用を推進

事

する。 　報償金の額は

務

1kg当たり6円（条

事

件付加算額1
円/kg

業

）。ただし、回収業者

評

が対象品目を逆有
償で

価

引き取る場合は、回収

シ

量1kgにつき最高4

ー

円まで報償金を加算す

ト

る。

位
置
づ
け

関連計画

（

第3次刈谷市環境基本

様

計画、刈谷市環境都市

式

アクションプラン

根拠

１

法令 刈谷市資源回収奨

）

励報償金交付要綱

対象

会

者 資源回収実施団体へ

計

登録している団体 事業

名

期間 平成２年度 ～

実施

担

方法 ■直営　□委託　

当

□指定管理　■補助・

部

助成　□その他

産業環境部

一般会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

資

度実績 ５年度実績 ６年

源

度実績 ７年度計画

・実

回

施団体数　　　105

収

団体 ・実施団体数　　

奨

　103団体 ・実施団

励

体数　　　 98団体

報

・総回収量　　1,8

償

80,000㎏
・総回

事

収量　  2,085

業

,639㎏ ・総回収量

担

　  1,805,7

当

67㎏ ・総回収量　 

課

 1,750,581

環

㎏
・交付額　　   

境

14,048千円 ・交

推

付額　　   12,

進

143千円 ・交付額　

課

　   11,781

款

千円

　ごみの減量化と

項

資源の再利用の促進及

目

び市民の環境への意識

担

向上を図るため、資源

当

回収実施団体へ報償金

係

を交付し、一

成果
定の

環

効果を得ることができ

境

た。

　適正な報償単価

政

や対象品目について近

策

隣市の状況等を参考に

係

しながら検討する必要

4

がある。

課題

指標名称

2

（単位）
実績値 目標値



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　持続可能な循

令

環型社会の形成に向け

和

、市民の分別意欲の
・

７

法的業務
普通

向上を図

年

り、リサイクル率の向

度

上に寄与することがで

（

きる｡
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要
・市民

和

生活上必要である　な

６

ど

　分別収集コストの

年

削減、資源物の回収機

度

会の向上が図ら
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

普通
れている。

効率性

）

・執行体制の効率性
・

刈

手段の最適性　など

　

谷

一般廃棄物の処理責任

市

は市にあり、市が主体

事

となってご
・市が主体

務

となって実施する
高い

事

みの減量化・資源化を

業

すべきである。
妥当性

評

　べき事業であるか 　

価

総合計画において、資

シ

源回収の支援を実施し

ー

、ごみの減
・総合計画

ト

との整合性　など 量化

（

及び資源化を推進する

様

ことを明記している。

式

　資源回収奨励報償事

２

業における資源回収量

）

は、全体の資

施策への

会

・施策への貢献度
高い

計

源化量の約25％を占

名

めており、リサイクル

担

率の向上に貢献
・目標

当

達成度 している。
貢献

部

度 ・市民サービスへの

産

効果　など

今後の方向

業

性 □拡充　■現状維持

環

　□改善・効率化　□

境

縮小　□終期設定　□

部

休止・廃止

　資源回収

一

量は減少傾向にあるが

般

、循環型社会の実現に

会

向けて、引き続き市と

計

してごみの資源化への

資

取組を支援して
いく必

源

要がある。

回収奨励

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

報

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

償

　
∨

事業
担当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環境政策係

4 2 2



和6年度接種率
他市との 　碧南市　85.7％、安城市　87.0％、知立市　72.0％、高浜市　84.4％
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,399 4,433 5,162 5,590 合計 5,161,838 円
報酬 1,142,295 円

財
　
源

特定財源 4,399 3,383 4,286 5,527 職員手当等 420,260 円
旅費 29,260 円

一般財源 0 1,050 876 63 需用費 349,833 円
役務費 840,000 円

職員人件費　② 4,141 4,604 3,982 2,632 委託料 1,987,231 円
備品購入費 353,166 円

総事業費（①＋②） 8,540 9,037 9,144 8,222 負担金、補助及び
交付金 39,793 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 犬登録手数料
犬鑑札再交付手数料

８年度以降の事業費見込 0 狂犬病予防注射済票交付手数
料

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業環境

基本施策

令

環境
施策体系

施策の内

和

容 良好な生活環境の確

６

保

目
　
　
　
的

　犬の登

年

録及び年1回の狂犬病

度

予防注射の徹底

主
た
る

評

内
容

　獣医師団体等と

価

協力して、犬の登録及

）

び狂
を図ることで狂犬

刈

病の発生を予防し、公

谷

衆衛 犬病予防注射義務

市

を周知するとともに、

事

狂犬
生の向上及び公共

務

の福祉の増進を図る。

事

病予防の集合注射を実

業

施する。

位
置
づ
け

関連

評

計画  

根拠法令 狂犬病

価

予防法

対象者 市民 事業

シ

期間 平成１２年度 ～

実

ー

施方法 ■直営　■委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

部

年度実績 ５年度実績 ６

産

年度実績 ７年度計画

・

業

総登録頭数　　6,8

環

09頭 ・総登録頭数　

境

　6,617頭 ・総登

部

録頭数　　6,516

一

頭 ・犬の登録及び狂犬

般

病予防注
　（新規登録

会

　　　676頭） 　（

計

新規登録　　　558

狂

頭） 　（新規登録　　

犬

　534頭） 　射事務

病

の実施
・注射頭数　　

予

　6,353頭 ・注射

防

頭数　　　6,225

事

頭 ・注射頭数　　　6

業

,163頭 ・集合注射

担

の実施　
・集合注射の

当

実施　5日間19箇・

課

集合注射の実施　5日

環

間19箇・集合注射の

境

実施　5日間19箇
　

推

所 　所 　所

　年度末に

進

狂犬病予防注射の案内

課

状を送付し、8月末に

款

未接種の飼い主に対し

項

再度案内状を送付する

目

ことで、接種率を高

成

担

果
水準に保つことがで

当

きた。

　より多くの飼

係

い主が効率的に予防注

環

射の接種ができるよう

境

、接種方法の検討を行

保

う必要がある。

課題

指

全

標名称（単位）
実績値

係

目標値

４年度 ５年度 ６

4

年度 ７年度 ９年度

成果

1

狂犬病予防接種率（％

4

） 93.3 94.1 　94.6 　95.0 95.0
指標

 
指標

　令



   251千円　 　　去勢手術　   360千円　 　　去勢手術　332.20千円　 　　去勢手術　   200千円　
・捕獲器貸出件数　　 9件 ・捕獲器貸出件数　　10件 ・捕獲器貸出件数　　 7件 ・捕獲器貸出件数　　20件

　地域猫活動団体の継続的な取り組みを支援することで､市内における所有者のいない猫の増加抑制を図ることができた｡

成果
また、地域猫活動について、ホームページやデジタルサイネージ等で啓発を行うことにより、登録団体の増加につながっ

た。

　地域猫活動の認知度を高めるための効果的な周知方法の検討や、活動団体等の意見をもとにした制度の見直し等を検討

する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 猫の死体回収件数（件） 214 196 181 170 160
指標
活動 登録団体数（団体） 32 40 47 50 52
指標

　西三河地域における地域猫活動への補助実施市：碧南市、知立市（不妊10,000円、去勢5,000円）
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 741 969

Ｄ

958 700 合計 95

　

8,460 円
負担金

　

、補助及び

財
　
源

特定

　

財源 0 0 0 0 交付金 9

Ｏ

58,460 円

一般

　

財源 741 969 95

　

8 700

職員人件費　

∧

② 2,259 1,91

　

8 1,991 2,63

　

2

総事業費（①＋②）

実

3,000 2,887

　

2,949 3,332

　

建
設
事
業

全体事業費（

施

単位：千円） 0 ６年度

　

特定財源名称

６年度ま

　

での累積事業費 0

８年

∨

度以降の事業費見込 0

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 産業環境

基本

令

施策 環境
施策体系

施策

和

の内容 良好な生活環境

６

の確保

目
　
　
　
的

　地

年

域に住みついている飼

度

い主のいない猫に

主
た

評

る
内
容

〇地域猫活動を

価

実施する団体に対し、

）

不妊・
対し、不妊・去

刈

勢手術を行い、餌やり

谷

等の管 　去勢手術費用

市

の一部を補助する。
理

事

を適正に行う活動（地

務

域猫活動）を支援す 〇

事

地域猫活動を実施する

業

団体に対し、さくら
る

評

ことで、猫の増加を抑

価

制し、生活環境の保 　

シ

ねこＴＮＲチケットを

ー

交付する。
全を図る。

ト

〇手術の際に、猫を捕

（

獲するための捕獲器を

様

　貸し出す。

位
置
づ
け

式

関連計画

根拠法令 刈谷

１

市地域猫不妊・去勢手

）

術費補助金交付要綱、

会

刈谷市地域猫不妊・去

計

勢手術用捕獲器貸出要

名

綱

対象者 地域猫活動実

担

施団体 事業期間 平成２

当

９年度 ～ 令和７年度

実

部

施方法 □直営　□委託

産

　□指定管理　■補助

業

・助成　□その他

環境部

一般会計
地域

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

猫

年度実績 ５年度実績 ６

活

年度実績 ７年度計画

・

動

団体新規登録数　 3

助

団体 ・団体新規登録数

成

　 9団体 ・団体新規

事

登録数　 7団体 ・団

業

体新規登録数　 5団

担

体
・補助件数 ・補助件

当

数 ・補助件数 ・補助件

課

数
　　不妊手術　　　

環

  57件 　　不妊手

境

術　　　  68件 　

推

　不妊手術　　　  

進

68件 　　不妊手術　

課

　　  50件
　　去

款

勢手術　　　　53件

項

　　去勢手術　　　　

目

72件 　　去勢手術　

担

　　　67件 　　去勢

当

手術　　　　40件
・

係

補助金額 ・補助金額 ・

環

補助金額 ・補助金額
　

境

　不妊手術　   4

保

90千円　 　　不妊手

全

術　 609.4千円

係

　 　　不妊手術　62

4

6.26千円　 　　不

1

妊手術　   500

4

千円　
　　去勢手術　



保

件   ③宅内配管工事

全

費  5件
  ③宅内

係

配管工事費  3件  

4

 ③宅内配管工事費 

1

 1件 ・交付総額　 

6

 4,197千円
・交付総額　  2,478千円 ・交付総額　  　882千円

　補助制度について、ホームページや施工業者を通じた周知を図った結果、1件補助を行うことができた。

成果

　依然として単独処理浄化槽を使用する家庭は多数あるため、転換の補助制度に対する啓発等を今後も強化していく必要

がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 転換に対する補助件数（件） 3 0 1 5 5
指標
成果 市内の単独処理浄化槽数（基） 10,459 10,608 7,128 7,000 6,800
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,478 0 882 4,197 合計 882,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 1,321 0 0 2,147 交付金 882,000 円

一般財源 1,157 0 882 2,050

職員人件費　② 1,129 1,151 1,195 1,215

総事業費（①＋②） 3,607 1,151 2,077 5,412

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

産業環境

基本施策 環境

和

施策体系
施策の内容 良

６

好な生活環境の確保

目

年

　
　
　
的

　合併処理浄

度

化槽の導入を促進する

評

ことによ

主
た
る
内
容

　

価

生活排水処理対策とし

）

て、下水道法第4条第

刈

り、公共用水域の水質

谷

汚濁を防止し、生活環

市

1項に基づき策定され

事

た事業計画に定められ

務

た
境の保全を図る｡ 予

事

定処理区域以外の地域

業

に既存の単独処理浄
化

評

槽またはくみ取り便槽

価

を廃止し、合併処理
浄

シ

化槽を設置する人に、

ー

国、県、市が協力し
て

ト

補助金を交付する。

位

（

置
づ
け

関連計画 第3次

様

刈谷市環境基本計画、

式

刈谷市循環型社会形成

１

推進地域計画

根拠法令

）

刈谷市合併処理浄化槽

会

設置整備事業補助金交

計

付要綱

対象者 単独処理

名

浄化槽またはくみ取り

担

便槽設置者 事業期間 平

当

成１７年度 ～

実施方法

部

■直営　□委託　□指

産

定管理　■補助・助成

業

　□その他

環境部

一般会計
合

Ｂ
　
事

併

　
業
　
実
　
績

４年度実

処

績 ５年度実績 ６年度実

理

績 ７年度計画

〇補助実

浄

績 〇補助実績 〇補助実

化

績 ・補助件数　　 　

槽

　 5件
・補助件数　

設

　 　　 3件 ・補助

置

件数　　 　　 0件

整

・補助件数　　 　　

備

 1件 　①設置費
　①

補

設置費 ・交付総額　　

助

　　  0円 　①設置

事

費 　   5人槽　　

業

　 　 3件
　   

担

5人槽　　　 　 1

当

件 　   5人槽　　

課

　 　 0件 　   

環

7人槽　　　　  1

境

件
　   7人槽　　

推

　　  2件 　   

進

7人槽　　　　  1

課

件     10人槽　

款

　　　  1件
   

項

 10人槽　　　　 

目

 0件     10人

担

槽　　　　  0件  

当

 ②撤去費　　　　 

係

 5件
  ②撤去費　

環

　　　  3件   ②

境

撤去費　　　　  1



4

　
ス
　
ト

単位：千円
４

1

年度 ５年度 ６年度 ７年

6

度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 45 0 244 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 20

一般財源 0 45 0 224

職員人件費　② 1,129 1,151 1,195 1,620

総事業費（①＋②） 1,129 1,196 1,195 1,864

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 産業環

令

境

基本施策 環境
施策体

和

系
施策の内容 良好な生

６

活環境の確保

目
　
　
　

年

的

　放置自動車の廃物

度

判定等を行い、適正な

評

処

主
た
る
内
容

　公共用

価

地に放置された自動車

）

について、廃
理を行う

刈

ことで、公共用地の機

谷

能保全を図る 物判定委

市

員会において廃物判定

事

を行い適正に
とともに

務

、良好な都市環境の形

事

成に資する。 処理する

業

。

位
置
づ
け

関連計画  

評

根拠法令 刈谷市放置自

価

動車の発生の防止及び

シ

適正な処理に関する条

ー

例

対象者 対象者を限定

ト

せず 事業期間 平成１５

（

年度 ～

実施方法 ■直営

様

　□委託　□指定管理

式

　□補助・助成　□そ

１

の他

）

会計名 担当部 産

Ｂ
　
事
　
業
　

業

実
　
績

４年度実績 ５年

環

度実績 ６年度実績 ７年

境

度計画

・放置自動車廃

部

物判定委員会 ・放置自

一

動車廃物判定委員会 ・

般

放置自動車廃物判定委

会

員会 ・放置自動車廃物

計

判定委員会
　開催　　

放

　　　　　　 0回 　

置

開催　　　　　　　　

自

 1回 　開催　　　　

動

　　  　 0回 　開

車

催　　　　　　　　 

廃

1回

　令和6年度中に

物

新規発見された放置自

判

動車について、相談に

定

応じるなど適切に処理

等

することができた。

成

事

果

　放置自動車の発生

業

抑制に対する効果的な

担

啓発方法を検討する必

当

要がある。

課題

指標名

課

称（単位）
実績値 目標

環

値

４年度 ５年度 ６年度

境

７年度 ９年度

活動 廃物

推

判定委員会依頼件数（

進

件） 0 1 0 0 0
指標
活

課

動 放置自動車市処分台

款

数（台/年） 0 0 2 0

項

0
指標

 
他市との
比較

目

検証

担当係 環境保全係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,024 1,394 964 1,015 合計 963,844 円
委託料 963,844 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 2,024 1,394 964 1,015

職員人件費　② 1,129 1,151 1,195 1,620

総事業費（①＋②） 3,153 2,545 2,159 2,635

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 環境
施策体系

施策の

和

内容 良好な生活環境の

６

確保

目
　
　
　
的

　路上

年

喫煙を防止し、市民等

度

の安心、安全で

主
た
る

評

内
容

　路上喫煙禁止区

価

域内での喫煙者に対す

）

る指
快適な生活環境を

刈

確保する。 導、啓発を

谷

行うとともに、路上喫

市

煙の防止及
び路上喫煙

事

禁止区域についての周

務

知を行う。

位
置
づ
け

関

事

連計画

根拠法令 刈谷市

業

路上喫煙の防止に関す

評

る条例

対象者 市民等、

価

事業所 事業期間 平成３

シ

０年度 ～

実施方法 □直

ー

営　■委託　□指定管

ト

理　□補助・助成　□

（

その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業

当

　
実
　
績

４年度実績 ５

部

年度実績 ６年度実績 ７

産

年度計画

・パトロール

業

日数　　　155日・

環

パトロール日数　　　

境

154日・パトロール

部

日数　　　102日・

一

パトロール日数　　　

般

102日
・横断幕、デ

会

ジタルサイネー ・横断

計

幕、デジタルサイネー

路

・横断幕、デジタルサ

上

イネー ・横断幕、デジ

喫

タルサイネー
　ジ等に

煙

よる啓発 　ジ等による

防

啓発 　ジ等による啓発

止

　ジ、看板等による啓

事

発

　刈谷駅周辺におけ

業

る巡回・指導業務を継

担

続的に実施することで

当

、路上喫煙による被害

課

の低減を図ることがで

環

きた。

成果

　路上喫煙

境

防止指導員による巡回

推

や各種広報により、今

進

後も路上喫煙禁止区域

課

の認知度を高め、喫煙

款

マナーの向上を図る

よ

項

う啓発を行っていく必

目

要がある。
課題

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

４年度 ５年度 ６年度

係

７年度 ９年度

活動 路上

環

喫煙禁止区域内の吸殻

境

拾得本数　（本/日）

保

16.5 18.9 15

全

.1 13.0 10.0

係

指標
活動 路上喫煙指導

4

人数（人/日） 1.5

1

1.5 1.7 1.5 1

6

.3
指標

他市との
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 343 380 383 443 合計 382,700 円
需用費 60,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 300,000 円
使用料及び賃借料 22,200 円

一般財源 343 380 383 443

職員人件費　② 1,882 2,302 2,389 2,430

総事業費（①＋②） 2,225 2,682 2,772 2,873

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 産業環境

基本

令

施策 環境
施策体系

施策

和

の内容 環境意識の向上

６

目
　
　
　
的

　ＳＤＧｓ

年

の達成に必要な解決す

度

べき環境問

主
た
る
内
容

評

　様々な環境問題につ

価

いて、学習の機会を提

）

題等について、幅広い

刈

世代を対象に学習の機

谷

供する環境講演会を開

市

催する。
会を提供し、

事

市民の環境意識の高揚

務

を図る。

位
置
づ
け

関連

事

計画 第3次刈谷市環境

業

基本計画

根拠法令 刈谷

評

市環境基本条例

対象者

価

対象者を限定せず 事業

シ

期間 令和３年度 ～

実施

ー

方法 ■直営　■委託　

ト

□指定管理　□補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

部

度実績 ５年度実績 ６年

産

度実績 ７年度計画

・講

業

演会の開催 ・講演会の

環

開催 ・講演会の開催 ・

境

講演会の開催
　　講演

部

会　　1回 　　講演会

一

　　1回 　　講演会　

般

　1回 　　講演会　　

会

1回
　　参加者　 9

計

2人 　　参加者　11

環

2人 　　参加者　14

境

9人 　　参加者　20

講

0人
　　テーマ「ＳＤ

演

Ｇｓを楽し     テ

会

ーマ「100年後の天

開

気と    テーマ「

催

身近な海“三河
　　く

事

学ぼう」 　　環境」 　

業

　湾”から考える環境

担

問題
　　とＳＤＧｓ」

当

　ＳＤＧｓをテーマに

課

、子どもから大人まで

環

参加できる講演を実施

境

し、市民の環境意識の

推

高揚を図ることができ

進

た。

成果

　市民が興味

課

を持ち、参加したくな

款

るような内容及び講師

項

を引き続き検討・実施

目

していく必要がある。

担

課題

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

４年度 ５

係

年度 ６年度 ７年度 ９年

環

度

活動 参加者数（人）

境

92 112 149 20

政

0 200
指標

指標

他市

策

との
比較検証

係

4 1 6



4 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 791 0 1,200 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 791 0 1,200

職員人件費　② 376 1,535 796 810

総事業費（①＋②） 376 2,326 796 2,010

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 産業環

令

境

基本施策 環境
施策体

和

系
施策の内容 循環型社

６

会の形成推進

目
　
　
　

年

的

　地域における資源

度

回収所の設置を促し、

評

ご

主
た
る
内
容

　自主的

価

に常設の資源回収所を

）

設置する自治
みの減量

刈

化と資源の再利用を積

谷

極的に推進す 会に対し

市

、設置費用の一部を補

事

助する。
る。 〇補助率

務

　　　　 9/10
〇

事

補助上限額　600千

業

円

位
置
づ
け

関連計画 第

評

3次刈谷市環境基本計

価

画、刈谷市一般廃棄物

シ

処理基本計画、刈谷市

ー

環境都市アクションプ

ト

ラン

根拠法令 刈谷市資

（

源回収所設置費補助金

様

交付要綱

対象者 自治会

式

事業期間 平成２０年度

１

～

実施方法 ■直営　□

）

委託　□指定管理　■

会

補助・助成　□その他

計名 担当部 産業環境

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

４年度実績 ５年度実

一

績 ６年度実績 ７年度計

般

画

・設置数　　　0箇

会

所 ・設置数　    

計

2箇所 ・設置数　  

資

  0箇所 ・設置数　

源

    2箇所
・交付

回

額　    0千円 ・

収

交付額　 791千円

所

・交付額　　　0千円

設

・交付額　1,200

置

千円

　自治会からの設

費

置希望の問い合わせに

補

対応しつつ、市民に対

助

しては常設の資源回収

事

所の場所や改修品目の

業

周知を図り、

成果
ごみ

担

の減量化と資源の再利

当

用を継続して行うこと

課

ができた。

　自治会に

環

資源回収所設置の意向

境

があっても設置場所の

推

確保が難しい場合があ

進

る。

課題

指標名称（単

課

位）
実績値 目標値

４年

款

度 ５年度 ６年度 ７年度

項

９年度

活動 補助交付件

目

数（件） 0 2 0 2 2
指

担

標
活動 自治会の資源回

当

収所における資源回収

係

量（ｔ） 783 645

環

660 700 700
指

境

標
 

他市との
比較検証

政策係



2

度 ７年度 ９年度

活動 ペットボトルキャップ回収量（kg） 8,415 8,327 7,702 8,150 8,150
指標
活動 牛乳パック回収量（kg） 5,049 4,842 4,995 5,000 5,000
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,805 2,805 3,025 3,179 合計 3,025,000 円
需用費 1,155,000 円

財
　
源

特定財源 43 38 0 42 委託料 1,870,000 円

一般財源 2,762 2,767 3,025 3,137

職員人件費　② 1,506 767 796 810

総事業費（①＋②） 4,311 3,572 3,821 3,989

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 資源売却収入

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 産業環境

基

令

本施策 環境
施策体系

施

和

策の内容 循環型社会の

６

形成推進

目
　
　
　
的

　

年

小中学校の児童・生徒

度

及びその保護者の分

主

評

た
る
内
容

　市内全小中

価

学校等で集めた牛乳パ

）

ックとペ
別意識を高め

刈

るとともに、回収量に

谷

応じた環 ットボトルキ

市

ャップを回収し、回収

事

量に応じ
境啓発用品の

務

配布により、環境全般

事

に関する て刈谷市オリ

業

ジナルの環境啓発用ト

評

イレット
意識の向上を

価

図る。 ペーパーを配布

シ

する。
　牛乳パックは

ー

資源として売払い、キ

ト

ャップ
はリサイクル業

（

者等を通じてワクチン

様

を全世
界の子どもたち

式

に送る活動に活用する

１

。

位
置
づ
け

関連計画 第

）

3次刈谷市環境基本計

会

画、刈谷市環境都市ア

計

クションプラン

根拠法

名

令

対象者 市内小中学生

担

及びその保護者等 事業

当

期間 平成２０年度 ～

実

部

施方法 □直営　■委託

産

　□指定管理　□補助

業

・助成　□その他

環境部

一般会計
資源

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

回

年度実績 ５年度実績 ６

収

年度実績 ７年度計画

・

社

ちり紙交換数 　 9

会

,102個 ・ちり紙交

貢

換数 　 8,802

献

個 ・ちり紙交換数 　

事

 8,654個 ・ちり

業

紙交換数 　 8,8

担

50個
・ワクチン本数

当

　  4,208本 ・

課

ワクチン本数　  4

環

,164本 ・ワクチン

境

本数　  3,851

推

本 ・ワクチン本数　 

進

 4,100本

　平成

課

20年に開始した小中

款

学校のキャップ総回収

項

量が、令和7年3月末

目

時点で累計7,800

担

万個を達成した｡ワク

当

チンを送る社

成果
会貢

係

献活動を通じて、リサ

環

イクルに対する意識の

境

向上が図られている。

政

　幼児園、保育園等に

策

事業を拡大するかどう

係

か検討する。

課題

指標

4

名称（単位）
実績値 目

2

標値

４年度 ５年度 ６年



策

である生ごみ処理機と

係

コンポスト容器以外の

4

、ごみの減量

化に資す

2

る機器について、補助

2

対象とするかを検討していく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

活動 補助金額計（千円） 781 1,150 1,877 1,735 1,735
指標

 
指標

　近隣各市でも同様の補助事業は実施している。補助金額（割合）についてはばらつきがあるが、刈谷市は
他市との 平均的な補助水準となっている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 781 1,149 1,877 1,735 合計 1,876,500 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,876,500 円

一般財源 781 1,149 1,877 1,735

職員人件費　② 1,129 1,151 1,195 1,215

総事業費（①＋②） 1,910 2,300 3,072 2,950

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 産

令

業環境

基本施策 環境
施

和

策体系
施策の内容 循環

６

型社会の形成推進

目
　

年

　
　
的

　生ごみ処理機

度

器の購入費を補助する

評

ことに

主
た
る
内
容

　市

価

内の販売指定店で生ご

）

み処理機、コンポ
より

刈

、生ごみ処理機器の普

谷

及を促進し、市内 スト

市

を購入した市民に対し

事

て、補助金を交付
の一

務

般家庭から排出される

事

生ごみの減量及び する

業

。
市民の減量意識の向

評

上を図る。 ○補助単価

価

　生ごみ処理機　補助

シ

率1/2、上限30千

ー

円
　コンポスト　　補

ト

助率1/2、上限 5

（

千円

位
置
づ
け

関連計画

様

第2次刈谷市環境基本

式

計画、刈谷市一般廃棄

１

物処理基本計画、刈谷

）

市環境都市アクション

会

プラン

根拠法令 刈谷市

計

生ごみ処理機器購入費

名

補助金交付要綱

対象者

担

市民 事業期間 平成６年

当

度 ～

実施方法 ■直営　

部

□委託　□指定管理　

産

■補助・助成　□その

業

他

環境部

一般会計
生

Ｂ
　
事
　
業
　
実

ご

　
績

４年度実績 ５年度

み

実績 ６年度実績 ７年度

処

計画

・補助件数 ・補助

理

件数 ・補助件数 ・補助

機

件数
　　生ごみ処理機

器

　　　 33基　　生

購

ごみ処理機　　　 4

入

6基　　生ごみ処理機

費

　　　 73基　　生

補

ごみ処理機　　　 5

助

5基
　　コンポスト　

事

　　　 13基　　コ

業

ンポスト　　　　 1

担

8基　　コンポスト　

当

　　　 11基　　コ

課

ンポスト　　　　 1

環

7基
・補助金額　　　

境

　　781千円・補助

推

金額　　　　1,15

進

0千円・補助金額　　

課

　　1,877千円・

款

補助金額　　　　1,

項

735千円

　生ごみ処

目

理機器購入を促すこと

担

により、機器を購入し

当

た各家庭のごみ減量化

係

を図ることができた。

環

成果

　さらなる普及啓

境

発に向けた検討が必要

政

。現在の補助対象機器


